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まえがき 

 

平成 28 年 4 月 14 日以降に断続的に発生した熊本地震は，益城町，西原村，南阿蘇村，

熊本市などの地域を中心に甚大な被害を引き起こしました．被災された方々には心よりお

見舞い申し上げます．熊本地震は，地中で長い間眠っていた活断層（日奈久断層帯や布田

川断層帯）が突如として活動を始めた直下型地震であり，一連の地震活動において，16 日

の本震を含めて震度 7 が 2 回観測されたのは観測史上初めてのことでした．さらに、余震

活動も長期化し、内陸地震では中越地震を超えて観測史上最大の発生数となりました。 

東北大学災害科学国際研究所では，これまでの災害対応の経験と教訓を活かし，被災地

や関係大学への支援や協力をさせていただきたいと思い，災害情報の蓄積を目的とした被

害調査を実施し，事業継続計画や緊急医療も含めて総合的な活動を展開させていただきま

した．本報告書は，その活動の中で得られた知見や教訓を整理したものです．地震直後の

被災地の様子，地震特性，断層活動，構造物・家屋・地盤の被害，可能性津波の評価など

の理学的・工学的観点の調査や分析に加えて，事業継続（BCP），被災者の行動，NPO の

活動，避難所運営，ボランティア活動，報道動向，仮設住宅などの社会的観点でも調査を

実施し，現状分析による問題点の整理を行いました。また，医学分野からは，本研究所の

スタッフが災害時派遣医療チーム（DMAT）として現地医療支援に参加するとともに，地

震後の医療や保険の実態に関して調査や分析を実施いたしました。 

さらに，被災地の国立大学である熊本大学とは，リーディング大学院プログラムなどを

通じて研究だけでなく教育の観点でも協力して活動を展開しています．将来の防災・減災

を担う人材育成は重要なテーマであり，本報告書には，その教育を目的とした活動につい

ても触れています．本報告書が被災地の復興，および今後の災害対応への貢献，さらには

学術研究や学問融合の発展の一助になれば幸いです． 

 

 

平成 29年４月４日 

東北大学災害科学国際研究所 所長 

今村文彦 
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第 1章 被害地域の地震動と地盤震動特性 

大野晋（東北大学災害科学国際研究所地域地震災害研究分野） 

三辻和弥 （山形大学地域教育文化学部） 

ここでは，2016年熊本地震の被害地域で観測された地震動特性について述べるとともに，

被災地域で行った地盤の常時微動測定及び地盤・基礎被害の状況について報告する。 

1.1 地震の概要 

2016 年熊本地震の前震・本震及び主な余震の震央位置を図 1 に，諸元と最大震度を表 1

に示す 1)。益城町では前震(M6.5)と本震(M7.3)双方で震度 7 を，西原村では本震で震度 7

を計測している。 

表 1 主な地震の地震諸元と最大震度階 

図 1 2016年熊本地震の前震・本震及び主な余震の震央位置 1) 
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1.2 被害地域の地震動 

2016年熊本地震の前震と本震の震源地付近の地震記録を図 2と 3に示す。観測点地図に

は産業技術総合研究所シームレス地質図 2)を用い，防災科学技術研究所と気象庁の観測点を

赤で，熊本県の観測点を青で示している。波形としては周期 10s 以上の成分を除いて加速

度波形を積分して求めた速度波形（東西方向成分）を示している。 

前震の波形はいずれも継続時間が短くパルス的であること，益城町内の KMMH16 と益

城町役場の振幅が 91-136cm/sと特に大きいことがわかる。一方本震の速度最大値は前震よ

りもさらに大きく，益城町の 2 点で 133-180cm/s，西原村で 231cm/s に達している。西原

村の値は，周期 10s 以下の成分としては，これまでに日本の内陸地震で観測された記録の

最大値である。 

本震の波形は，南西側よりも北東側でパルス的な傾向を示し，前震よりも長周期成分を

多く含んでいる。これらはそれぞれ断層破壊の北東側への進展 3)と地震規模の増大及び地表

断層の出現に伴うものと思われる。さらに KMM004や熊本市富合町のように周辺観測点よ

りも長周期成分を多く含む波形が見られるが，前者は阿蘇山のカルデラの影響が，後者は

熊本平野の盆地構造の影響が大きいものと思われる。 

図 4 は速度波形の粒子軌跡を示したものである。益城町及び西原村の卓越方向は東西方

向に近いことがわかる。現地調査においても，益城町では東西方向の建物倒壊が多い傾向

がある。兵庫県南部地震の神戸のように，内陸地震の震源近傍では震源メカニズム解の方

向性と破壊伝播効果の相乗効果による断層直交成分の卓越がしばしば報告されるが，今回

はむしろ断層走向に近い成分が卓越している。この理由としては，益城町では破壊伝播効

果が現れるような位置にないこと，西原村では断層のごく浅い部分が滑ったことによる影

響が指摘されている 3)。 

図 5 は前震と本震の地震記録の擬似速度応答スペクトル（東西成分）を比較したもので

ある。前述の通り，本震の振幅の方がほぼ全ての地点で大きいこと，益城町では 1Hz 付近

で卓越しているが，西原村ではより低周波成分の振幅が大きいこと，カルデラ内のKMM004

や熊本平野内の富合町では低周波成分（0.3-0.4Hz）が卓越していることが確認できる。 
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図 2 4/14 M6.5 前震の速度波形（東西成分） 

図 3 4/16 M7.3 本震の速度波形（東西成分） 
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図 4 4/16 M7.3 本震の速度波形の粒子軌跡 

図 5 4/14 M6.5前震及び 4/16 M7.3本震の疑似速度応答スペクトルの比較（東西成分） 
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益城町では，前震後に行われた臨時観測で本震記録が得られている 4)。図 6(a)に本震が観

測された場所を，同図(b)に KMMH16 や益城町役場を含めた擬似速度応答スペクトルの比

較を示す。役場付近でも場所により振幅が異なること，特に南側の TMP3 は前震・本震と

も被害が甚大であった場所であるが，周期 1s付近では最も振幅が大きいことがわかる。ま

た，益城町役場の長周期振幅は他の地点よりも大きいが，これについては震度計が建物内

に設置されていたため，表層地盤の相違を含む地盤・建物相互作用の影響が指摘されてい

る 3)。 

臨時観測では本震以外の余震も観測されており，役場の南側では北側に比べて系統的に

周期 1s 付近でのスペクトルが大きいことが報告されている 3)。この帯域は低層建物への影

響が大きいことが知られており 5)，役場の南側で前震・本震とも建物被害が大きかった主な

理由としては，低層建物への影響が大きい周期帯の地盤増幅が大きかったことが挙げられ

る。 

 

 

(a) Hata et al. (2016)による臨時観測点 4)     (b) 擬似速度応答スペクトル 

図 6 4/16 M7.3本震の益城町での擬似速度応答スペクトルの比較（東西成分） 

 

1.3 過去の被害地震記録との比較 

過去の内陸地震（1995 年兵庫県南部地震と 2004 年新潟県中越地震）において，甚大な

被害があった地区の観測波形と 2016年熊本地震での益城町と西原村の波形を図 7に，擬似

速度応答スペクトルを図 8に示す。 

波形の継続時間が短くパルス的であること，周期 1s付近で卓越していることは共通して

いる。益城町の記録は兵庫県南部地震や新潟県中越地震の振幅を上回っていること，西原

村では 1s付近の振幅は下回るものの，2s以上の長周期帯域の振幅は過去の内陸地震におけ

る被災域の倍以上の振幅になっていることがわかる。 

 

 

ここでは Hata et al., 2016による熊本地震本震の臨時観測の公開データについて紹介さ

せていただいておりましたが，該当論文の共著者からデータに問題があることが指摘さ

れております。同論文の取り扱いが明らかになるまでは該当部分の公開を差し控えさせ

ていただきます。 
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図 7 過去の内陸地震の被災域の観測波形と 2016年熊本地震の観測波形 

図 8 過去の内陸地震の被災域と 2016年熊本地震の擬似速度応答スペクトル 

1.4 被害地域の地盤の常時微動特性と地盤・基礎被害 

2016年熊本地震では多くの地点で建物倒壊・地盤崩壊・液状化などの振動被害が発生し

た 6)。これらの振動被害の原因を検討する上で、その地点の地盤震動特性を把握することは

重要である。本稿では、熊本市・益城町・西原村の振動被害域で行った単点地盤常時微動

測定と、その結果得られた水平／上下スペクトル比（以下 H/Vスペクトル，ピーク周波数

は地盤の S波卓越周波数に概ね対応する）およびその周辺の地盤及び基礎構造の被害状況

について報告する 7)。 

表 2 に観測位置と周辺の被害状況を、図 9に観測位置を示す。熊本市、益城町、西原村

各 6 地点であり、熊本市では建物被害と液状化被害のあった場所を、益城町では地震計

(KiK-net KMMH16)と建物被害の集中発生域を、西原村でも地震計(西原村役場震度計)と住


